
１．はじめに

2005（平成17）年12月，「総合的な国土の形成を図るた
めの国土総合開発法等の一部を改正する等の法律」が施
行され，新たな国土計画制度がスタートした。これによ
り，1950（昭和25）年に制定された国土総合開発法は

「国土形成計画法」に改正され，国土総合開発法を根拠
法とした全国総合開発計画は「国土形成計画（全国計画）」
となった。現在，その計画策定に向けて国土審議会計画
部会等で調査審議が行われている。

今回の国土計画制度改革により，国土形成計画の計画
事項に「海域の利用及び保全に関する事項」が追加され
た。ここでいう海域とは，排他的経済水域及び大陸棚１）

を含むとされる広大な領域である。この海洋・沿岸域は
近年，注目されることが多い。メタンハイドレートや海
洋深層水といった海洋・海底資源の利活用，周辺国との
領土・領有権主張問題や漁船による不法操業，海洋調査
など話題や問題も散見される２）。

ところで，この海洋・沿岸域は旧来の国土計画が対象
としていた領土とは異なり，主権が及ぶ領海のほかに限
定された領域管轄権としての主権的権利を有する領域も
含まれる。このような海域が何故，国土形成計画の計画
対象に含まれたのであろうか３）。本稿では，この問題を
考えるため，国土計画制度改革の検討経緯における海
洋・沿岸域に関する論点整理を試みる。具体的には，今
回の改革において中心的な役割を果たした国土審議会の

議論の中から，海域にかかわる論点を整理し，考察を加
える。

なお，本稿をすすめるにあたり，若干の語句整理を行
う。「海洋・沿岸域」について，国土交通省が2006（平成
18）年６月に発表した「国土交通省海洋・沿岸域大綱」
では，海洋を「我が国の主権が及ぶ領海（内水を含む。）
並びに主権的権利及び管轄権を有する排他的経済水域

（EEZ）及び大陸棚」，沿岸域を「海岸線を挟む陸域及び
海域（主に内水及び領海を念頭。）の総体」と定義し，
海洋と沿岸域を総称して「海洋・沿岸域」としている４）。
また，「海域」は国土形成計画法に用いられた用語であ
り，「国土交通省海洋・沿岸域大綱」における海洋・沿
岸域と同様であると考えられる５）。本稿でも，特に断ら
ない限り「海洋・沿岸域」と「海域」を上記のように定
義し，同義として用いる。ただ，海洋・沿岸域や海域は，
空間的には内水や領海，排他的経済水域等の広がりをも
つと同時に，地理的特性としての海岸や干潟，あるいは
人工物としての港湾や臨海部等も含む。以後の議論にお
いては，このように重層的に語句を用いる。

２．国土計画制度改革の検討経緯

今回の国土計画制度改革の端緒は，1998（平成10）年
３月に閣議決定された全国総合開発計画「21世紀の国土
のグランドデザイン」の中で「新たな国土計画体系の確
立」が示されたことによる。表１は今回の国土計画制度
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表１ 国土計画制度改革の検討経緯

（出所）国土交通省国土計画局総合計画課（2005）、国土審議会各部報告・議事録、国土交通省ウェブサイト等より著者作成



国土形成計画法における「海域」について（野々山） 25

改革の検討経緯をまとめたものである。
この「新たな国土計画体系の確立」の要請を受け，

1999（平成11）年１月に国土審議会に政策部会が設置さ
れ，「21世紀の国土計画のあり方」を検討事項とする国
土計画専門委員会が置かれた。この専門委員会での検討
を経て，翌2000（平成12）年６月に『国土審議会政策部
会審議経過報告「21世紀の国土計画のあり方」』がとり
まとめられ，全国総合開発計画及び国土利用計画全国計
画を一つの計画として示すこと等が提示された。

この報告を受け，同年９月には土地政策審議会に計画
部会が設置され，国土審議会政策部会とともに更なる調
査審議が行われ，11月に『国土審議会政策部会・土地政
策審議会計画部会審議総括報告「21世紀の国土計画のあ
り方」』が公表された。その後，2001（平成13）年１月の
中央省庁再編に伴い，３月に新たな国土審議会の第１回
会合が開催されている。

同年５月，国土審議会に基本政策部会が設置され，国
土計画制度改革のための調査審議が続けられた。この基
本政策部会における検討課題は大きく２つある。１つは

「国土計画の新たな課題」の検討であり，もう１つは
「新たな国土計画制度」の検討である。｢国土計画の新た
な課題｣の検討では「21世紀の国土のグランドデザイン」
策定後の情勢変化を踏まえ，国土の新たな課題について
調査審議することが目的とされた。「新たな国土計画制
度」の検討は政策部会における国土計画のあり方につい
ての議論を引き継いだものである。これらの審議を経て，
11月に中間報告，翌2002（平成14）年11月『国土審議会
基本政策部会報告「国土の将来展望と新しい国土計画制
度のあり方」』がとりまとめられた。

2003（平成15）年６月，国土審議会基本政策部会は調
査改革部会に改組された。これは基本政策部会報告で示
された新たな国土計画体系の方向性について，更なる検
討を行うためである。検討事項は，「国土の総合的点検
について」及び「国土計画制度の改革について」の２項
目であり，それぞれが基本政策部会報告の｢国土の将来
展望」部分及び「新しい国土計画制度のあり方」部分に
対応し，これらの議論を引き継いだものとみることがで
きる。

この２項目からなる検討課題を専門的に審議するた
め，調査改革部会には５つの専門委員会が置かれた。具
体的には「国土の総合的点検」について調査審議する

「持続可能な国土の創造小委員会」等の３小委員会と，
「国土計画制度の改革」を調査する「制度検討委員会」
及び専門委員会相互間の連絡調整を行う「企画運営委員
会」である。

同年７月以降，各専門委員会で集中的に調査審議が行
われた。「国土の総合的点検」については12月に「国土
の総合的点検」に関する検討状況中間とりまとめが公表
された後，翌2004（平成16）年５月に『国土審議会調査
改革部会報告「国土の総合的点検」』がとりまとめられ

た。一方，「国土計画制度の改革」については，制度検
討委員会が４回開催され論点整理がなされた６）。その後，
事務局等において制度改正の作業が進められ，2005（平
成17）年３月に「総合的な国土の形成を図るための国土
総合開発法等の一部を改正する等の法律案」（国土形成
計画法案）として閣議決定され，国会に提出された。そ
して，国会における審議を経て７月に成立・公布された
のである。

３．国土審議会の各部会での検討項目と「海域」

前述したように，今回の国土計画制度改革は６年以上
にわたり調査審議が続けられてきた。その間，国土審議
会には３つの部会が設置され，６つの報告がとりまとめ
られた。これらの報告は３部会での審議について中間報
告と最終報告の形をとっており，政策形成過程における
情報公開等の面から規範的な手順であるといえる。

また，同様に上記したが，この期間の国土審議会での
審議内容は大きく２つに分けることができる。１つは国
土計画制度の検討であり，政策部会においては「21世紀
の国土計画のあり方」，基本政策部会では「新たな国土
計画制度」，調査改革部会では「国土計画制度の改革」
として調査審議が進められた。もう１つは国土の現状・
課題の検討である。この項目について政策部会では明示
的な表現はない７）が，基本政策部会においては「国土
計画の新たな課題」，調査改革部会では「国土の総合的
点検」として調査審議された。

ここで，国土審議会の各部会での検討項目と「海域」
の関係を概観する。なお，政策部会については今回議事
録や配布資料が入手できなかったため，ここでは基本政
策部会及び調査改革部会について述べる。

まず，基本政策部会についてであるが，2001（平成13）
年５月16日開催の第１回部会に「今後の検討課題」が配
布資料として提出された。この中で「国土計画の新たな
課題」の１つとして，干潟の減少が指摘され，干潟等の
生態系に配慮した国土の利用が検討項目に含まれてい
る。なお，「新たな国土計画制度」の検討項目の中には，
海域に関係する事項は含まれていない。

次に，調査改革部会であるが，第１回部会は2003（平
成15）年６月30日に開催された。この時提出された配布
資料「専門委員会の設置について（案）」の中で，調査審
議事項に関する検討項目がまとめられている。それによ
ると，沿岸域は国土資源の１つとされ，その管理の現状
と課題が「新たな国土政策の構築に向けて」の検討項目
の例として挙げられている。

なお，この調査改革部会には５つの専門委員会が設置
されたが，このうち｢持続可能な国土の創造小委員会｣及
び｢企画運営委員会｣の検討項目の中に「海域」に関係す
る事項が含まれている８）。持続可能な国土の創造小委員
会では，「国土資源の管理」として「海洋･沿岸域の利用



と保全の状況」と「流域・沿岸域の視点からみた国土資
源の総合的管理の動向」が検討項目として挙げられてい
る９）。また，企画運営委員会については，「戦略的に取
り組むべき課題」として「領土領海の保全」が触れられ
ている10）。

このように，調査改革部会では委員会も設置されたこ
ともあり，基本政策部会と比べて，「海域」に関する具
体的な検討項目が取り上げられていることがわかる。次
章では，各部会でまとめられた報告書を手がかりに「海
域」について指摘された論点を整理し，考察を行う。

4．各部会における「海域」に関する指摘

本章では，各部会が国土計画制度のあり方や国土の
現状・課題をとりまとめた報告書から，「海域」に関す
る指摘や論点を抽出し，分析を行う。

まず，準備として海域において考えられる課題の類
型化を行う。前述したように，海洋・沿岸域は空間的
にも地理的特性においても多様である。そのため，抱
えている課題も環境や交通，安全等多義にわたる。表
２は，国土形成計画（全国計画）の策定に向けて調査
審議が行われている国土審議会計画部会等での資料か
ら，海域の課題を類型化したものである。今回の分析
では，この中分類を用い，それが海洋・沿岸域のどの

部分において指摘されたのかを考察する。ただ，今回
の国土計画制度改革の議論では，海域を国土計画の対
象にすべきとの根源的指摘もあった。このため，課
題・問題点の軸に「国土観」11）の項目を設け，これら
の指摘を位置づける。さらに，複数の課題にまたがる指
摘に対しては総合的管理の項目を追加した。なお，海域
の空間軸には地理的特性の項目のほかに，漠然とした海

（あるいは抽象化された海）に関する指摘も存在したた
め，イメージとしての「海域」の項目を追加した。

これらの分類軸を用いて，各部会報告における海域に
関する指摘をまとめたのが表３である。各部会では計画
制度と国土の現状・課題の検討が分けられて議論・報告
されているため，この２つを区別して表記した。なお，
前記したが，各部会報告は中間・最終報告の形をとって
いる。今回の分析では，最終報告をベースに表を完成さ
せ，中間報告で触れられていなかった点12）については
白抜きで表した。

では，表３を基に各部会での海域についての指摘を検
証しよう。まず，政策部会である。ここでは，計画制度
についてのみ検討が行われていたこともあり，海域に関
する指摘は１点だけであった。しかし，報告書本文に

「国土は，我が国の陸域（地下空間を含む。）及び海域
（排他的経済水域を含む。）を中心とした空間（p.4）」と
あるように，従来の国土計画が主に陸域のみを対象とし
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表２ 海域における課題の類型化
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表３ 各部会報告における海域に関する指摘
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ていた点13）から考えると大きな意味を持つといえる。
次に，基本政策部会についてみると，政策部会報告に

比べて指摘が増えていることがわかる。これは国土の将
来展望という形で，国土の現状・課題が議論されたこと
によると考えられる。その内容は環境・保全面が多く，
沿岸域や干潟といった比較的近海を対象としている。た
だ，最終報告で追加された点をみると，本文に「我が国
の国土は，（中略）陸域及びその約12倍に相当する広大
な排他的経済水域を含む海域とからなり（まえがき）」
とあり，より具体的に海域を捉えていることがわかる。
また，計画制度検討からの指摘は，最終報告で大きく加
筆されており14），その内容は特に沿岸域についての総合
的管理が強調されている（本文p.22）。

最後に，調査改革部会についてであるが，先の２部
会に比べて指摘が大幅に増加した。その要因は専門委
員会を設置し，国土の総合的点検を集中的に行ったた
めであろう。課題も広範囲に展開され，海域全体が幅
広く網羅的に指摘されている。ただ，海域が国土計画
の対象との認識が共有され，取立てて国土観やイメー
ジとしての海域についての指摘はない。このことは，
海域において捉えられる課題が個別具体的に先鋭化し
たことを表しているといえよう。指摘として顕著なの
は，港湾における交通利用面であり，国際港湾の育成
等が課題とされている15）。また，海岸･干潟の環境保全
や海洋における資源利用についても指摘が多い。そして，
防災・安全面からはじめて指摘がなされた16）。なお，最
終報告で追加された指摘をみると，計画制度の検討面か
ら「海洋・沿岸域の総合的・計画的管理の推進等が必要

（本文p.155）」と「目指すべき“国のかたち”と国土計
画」の章で述べられている点が興味深い。

５．むすびにかえて

以上のように，本稿では今回の国土計画制度改革の検
討経緯における海洋・沿岸域に関する論点を整理し，分
析を加えた。この結果，改革の検討初期では海域を国土
計画の対象として捉えるべく議論が行われ，その後着実
に計画対象として定着していったことが確認できた。ま
た，海域に関する課題の指摘に関しては，干潟や沿岸域
の環境保全の指摘から，次第に港湾の交通利用や海洋の
資源利用，さらに防災・安全面の指摘へと広がる過程を
一定程度把握した。これらの分析から，国土計画の計画
対象に海域が含まれ，それが空間的にも分野的にも拡大
していった経緯の一端は明らかになったと考える。本章
では今後検討すべき課題を列挙し，むすびとしたい。

まず，今回の分析では未入手の資料もあり，海洋・沿
岸域に関わる全ての検討経緯が明らかになったとは言い
がたい。あわせて，公表されていないインフォーマルな
資料も存在する17）。これらを踏まえ，検討経緯について
の更なる把握が必要である。また，政治学等で用いられ

るアクター論に依拠した政策過程論的分析も必要であろ
うが，国土審議会等の場合，審議委員がある程度固定的
であることを考えると分析に工夫の余地が残る。

次なる研究課題として，海洋・沿岸域においる国土形
成計画の実効性の問題がある。限定された管轄権しか及
ばない排他的経済水域や大陸棚等において，国土形成計
画はいかなる指針を示すことができるのか。この問題は
その理論的考察を必要とすることは言を俟たないが，現
実的に対応策を検討することも重要である。近年，海
洋・沿岸域に係る提言が多くなされており，海洋基本法
の制定の議論も行われている18）。なお，国土形成計画

（全国計画）は，2007（平成19）年中頃までを目途に閣議
決定する予定であるという19）。これら現実の動向を踏ま
え，着実に研究を進めていく必要があろう。

注

１）排他的経済水域や大陸棚は，国連海洋法条約上，沿
岸国の管轄権として「主権的権利」が認められてい
るが，内水や領海における「主権」とは異なる。な
お，国際法の観点からの既往研究としては，水上

（2002）等。
２）詳しくは海上保安庁（2006）等を参照のこと。なお，

寺島（2006）は「東アジアでは，海洋法条約の発効
により各国の海域が重なり合い，競合が激しい」と
した上で，隣国・対岸国との境界画定について「今
までは，人の住まない海の上のこととして曖昧な部
分を残していた海域の管理が避けて通れなくなっ
た」と述べている（p.20）。

３）なお，この点に関連して今野（2006a）は近隣諸外
国との関係不安定に触れ，「国土政策は内政である
との単純な取り組みでは済まない問題でもある」と
指摘している（p.68）。

４）厳密には海洋と沿岸域を空間的なスケールのみで切
り分けることはできない。この点は後述する。

５）ただし，国土交通省ウェブサイトに掲載されている
英文による国土形成計画の紹介の中で，「海域」は

“ coastal areas（ including items concerning
exclusive economic zones and continental shelf）”と
説明され，「海洋」は明確に述べられていない

（http://www.mlit.go.jp/english/2006/b_n_and_r_pla
nning_bureau/01_duties/New_NLSP_060515.pdf）。

６）国土交通省国土計画局ではこの時期，国土計画制度
改革のための法案を2004（平成16）年の通常国会に
提出するべく作業を進めていたが，手戻り等があり
延期した。その後，事務局において制度検討委員会
の各委員から意見聴取しつつ制度改正の作業が進め
られた。詳しくは第２回及び第３回，第７回調査改
革部会議事録等を参照のこと。なお，野々山（2006）
はこの点について若干の考察を試みている。
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７）ただし，政策部会には「21世紀の国土のグランドデ
ザイン」の推進方策等に関して，戦略推進専門委員
会が設置され調査審議が行われた（国土庁編（2000）
p.179）。

８）なお，国際連携・持続的発展基盤小委員会の検討事
項の中には国際・国内交通に関する項目があり，こ
の点から港湾整備等について課題が指摘されている。

９）第１回持続可能な国土の創造小委員会配布資料「持
続可能な国土の創造小委員会の検討事項（案）」。

10）第１回企画運営委員会配布資料「企画運営委員会検
討事項とスケジュール（予定）（案）」。ただし，以
後の５回の委員会で領海についての明示的な言及は
議事録を読む限り確認できない。

11）2006（平成18）年３月に行われた「新たな国土形成
計画における海洋・沿岸域の位置付け」に係る有識
者座談会において「日本では排他的経済水域（EEZ）
の存在を主権的権利の拡大とだけ捉えているのに対
し，隣国は領土の拡大と捉え，また海域を国有財産
と明確にするなど，国土観は国によって異なる。」
との意見があった（計画部会第７回自立地域社会専
門委員会における配布資料）。今回の分析では「国
土観」を国土（計画）の範囲をどこまでとするか，
という視点から用いる。

12）この点については，部会の後半の議論等により追加
されたと考えられる。

13）後述する基本政策部会報告の中で「これまでの国土
計画は，陸域の利用，開発，保全を主たる計画対象
としてきた」と指摘されている（p.22）。

14）第６回基本政策部会において，日本は海洋大国であ
り，海域は資源や防災，環境もすべて絡むとの指摘
がある（第６回基本政策部会議事録pp.22-23）。

15）例として，「近隣諸国の主要港湾を凌ぐ港湾コス
ト・サービスを目指すスーパー中枢港湾の育成やコ
ンテナターミナルへのアクセス，港湾物流の情報化
等拠点的な整備・運用を進める（本文p.88）」。

16）防災については沿岸域における海岸保全施設の整備
（本文p.144），安全についてはテロに関しての港湾
などにおける保安対策の早急な実施（同p.107）に
ついての指摘である。

17）例えば，調査改革部会制度検討委員会の議事録は国
土交通省ウェブサイトで公表されていない。

18）いずれも国土審議会第11回計画部会（2006（平成18）
年８月７日開催）の配布資料による。最新の提言と
して自由民主党の「海洋構築物等に係わる安全水域
の設定等に関する法律案」が示されており，海洋基
本法制定に関しては「海洋基本法研究会」が挙げら
れている。

19）国土交通省国土計画局総合計画課（2005）p.14。
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